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要 旨：本研究では，我が国の学校教育現場における反社会的行動に焦点を当て，特別

な支援を要する小・中学生への教師による介入事例の成果を整理した．分析対象(学齢・

障害の有無等)，反社会的行動の種類，技法ごとに検討した．その結果，カテゴリ間で度

数や効果の大きさに差異が見られた．学齢では「小学生」，問題行動では「授業逸脱行動」

のように学校生活場面に直接かかわるもの，技法では「行動主義的アプローチ」において

多く実践されていることがχ２検定で明らかになった．また，効果の大きさでは，対象で

は「障害を有する子ども」，問題行動では「授業逸脱行動」，技法では，「行動論的介入」

において高い効果が示された． 
しかし，報告されている研究の度数や効果量の数が多くないために，十分に検討できた

とは言い難いところがある．今後は各学校で刊行されている紀要などを含め，より幅広く

研究を収集し，再検討すべきであろう． 
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● 

Ⅰ．はじめに 

 
特別な支援を要する小・中学生の問題行動に

対して保健，医療，福祉，保育など様々な立場

からの介入が報告されている．一方，学校教育

現場においても，少数ながら教師による実践も

見受けられる．こうした成果や得られた知見は

当然ながら広く他の事例にも還元されるべき

である．しかしながら，十分な理論な検討がな

いまま類似した研究が繰り返されるなど，十分

な知見の累積には至っていない現状にあると

思われる．確かに，国内では小笠原・朝倉・末

永(2004)16)や道城・野田・山王丸(2008)11)，高

橋・山田・小笠原(2009)21)，宮下(2011)12)，福

本・大久保(2013)2)が総合的なレビューを行っ

ている．しかし，これらの研究は発達障害児者

のみを対象にしたり(小笠原・朝倉・末永，

200416)；道城・野田・山王丸，200811))，一事

例実験研究(高橋・山田・小笠原，200921))；福

本・大久保，2013 2))や行動分析的アプローチ(宮
下，2011)12)に限られたりしている．ましてや

教師が学校生活場面での問題行動に介入した

ものだけを取り上げたレビューは皆無である．

よって，問題行動を呈する特別な支援を要する

小・中学生に教師がどのようにかかわり，成果

を挙げているのかなどの現状について包括的

に論じられることが望まれる． 
そこで，第１弾として我が国の学校教育現場

における反社会的行動に焦点を当て，その現状

と対応をレビューするために特別な支援を要

する小・中学生への教師による介入事例を整理

して提供することを目的とする．具体的には，

分析対象(学齢・障害の有無等)，反社会的行動

の種類，技法ごとにカテゴリ間で度数や効果の

大きさに差異が見られるかについて検討する． 
 

● 

Ⅱ．方法 

 
１．分析手法について 

これまで，実践研究の成果を総括するために

記述的レビューが伝統的に行われてきた．記述

的レビューは，質的データを含めたあらゆるデ

ータをレビューの対象として捉えるという点

で優れた方法であると言えるが(高橋・山田・小
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笠原，2008)20)，主観的で叙述的な方法(山田，

2001)25)であるため，結果の精度や再現性が低

いという批判がある．これに対し，記述的レビ

ューの欠点である主観性を克服する客観的な

アプローチ(丹野，2000)24)として挙げられるの

が，メタ分析である． 
学校教育現場における問題行動への教師に

よる介入に関する実践研究が散見されるが，そ

の大半は教師自身が叙述的な方法で子どもの

変容を検討したものである．したがって，学校

教育現場では「量的」というよりも「質的」な

事例研究が主流に行われていると言える．メタ

分析には，統合できるのは実証的研究に限られ，

分析対象の適用範囲が狭いという欠点がある

(井上，2002)6)ことから，「量的」だけではなく

「質的」な事例研究も分析することが望まれる．

そこで，メタ分析だけではなく，χ２検定も加

えて教師による介入を整理することにした．分

析方法が異なる対照的な事例研究を併用する

ことで，教師による介入事例の動向を相補的に

検討することができると思われる． 
 
２．本研究の対象となる事例 

 主に論文データベース「NII(国立情報学研究

所)論文情報ナビゲータ：CiNii」を用いて「反

社会的行動」，「教師」，「事例」などといったキ

ーワードで検索した論文の中で，①筆者自身が

行った事例研究を除き，②近年の研究動向を検

討することを目的としていることから，2000
年以降の論文であり，③論文の第一筆者の所属

先が小・中学校，特別支援学校(小・中学部)で
あること，④その所属先が大学院の研究科であ

っても長期研修等で一時的に学籍を置いてい

ることが論文中から判断されたものという条

件をすべて満たす事例研究 10 件を分析対象に

した．なお，③については第一筆者が大学教員

であっても介入した者が教師であることが明

らかな場合は学校教育現場による実践事例と

みなした．また，④におけては小・中学校，特

別支援学校(小・中学部)の教師であっても研修

先である大学の教育相談施設などでカウンセ

ラー又は指導員として対応したケースは本研

究の対象から除き，あくまで勤務校での実践例

に限定した． 
本来ならば，高い客観性を保つために分析対

象となる文献を増やすことが適切かもしれな

い．しかし，前述のように①報告されている分

析対象となる論文が少数に限られており，分析

対象を増やすことができないこと，②教師が学

校生活場面で問題行動に介入した事例研究を

取り上げたレビューが皆無であり，現状を包括

的に論じられる必要性が急務であることから，

この研究を継続することにした． 
 
３．メタ分析の方法 

１）算出する効果量 
メタ分析によるデータ処理においては，平均

値差に基づく効果量と比率に基づく効果量を

採用した．平均値差に基づく効果量は

ES_BS2(Busk＆Serlin，1992)1)を使い，比率

に 基 づ く 効 果 量 は PND (Percentage of 
Non-overlapping Data:Scruggs,Mastropieri
＆Casto，1987)18)を用いた．ES_BS2 は，ベー

スライン期と処遇期の平均値差を，各期をプー

ルした標準偏差で割ったものである．PND は，

ベースライン期のデータの最小値を基準とし，

処遇期において先の基準よりも小さいものが

いくつあるかを数え，その数を処遇期の全デー

タ数で割り，百分率で表したものである．算出

方法が異なる効果量を組み合わせることで，そ

れぞれの結果を補完し合い，介入効果について

より精度の高い分析を行うことができるよう

にした． 
２）効果量の統合 
まず，論文単位で効果量を求めた．論文内に

複数の対象となる子どもがいる事例データ(グ
ラフ)の場合は，グラフごとに効果量を算出し，

複数の効果量の平均を求め，その論文の効果量

とした．なお，1 つの論文内で標的行動の種類

が異なるデータがある場合，種類別に効果量を

算出した． 
３）効果の大きさ 
一事例実験データのための効果量を用いる

ことにより，異なる研究結果の比較が可能とな

る上に，複数の研究結果を統合することも可能

となる．しかし，実際のデータにおいて，これ

らの効果量がどのくらいの値をとるのかにつ

いて検討する必要がある．そこで，データの数

値化の段階から精微に検討されており，算出し

た効果量の値をもとにそれぞれの研究の効果

の大きさを相対的に解釈する指標を高橋・山田

(2008)19)に準じた．そして，ES_BS2 に関して

は，1.58 以下は効果が小さく(Small)，2.38 で

は中程度(Medium)，2.71 以上は効果が大きい

(Large)とした．また，PND については Small
は 32.98，Medium は 83.77，Large は 100 を

判断基準にした． 
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● 

Ⅲ．結論 

 

教師による介入事例をレビューするに際し

て，小西(2014)8)に依拠して反社会的行動を「ベ

クトルが外に向いた反規範的な行動」と定義づ

け，以下のように行った．まず，Table 1 に論

文の著者名，分析対象(学齢・障害の有無等)，
問題行動(従属変数)，技法，処遇，そして，各

効果量とその判断基準と照らし合わせた効果

の大きさ(S-M-L)を示した．次に，Table 1 で示

した事例内容を分類してその度数を検討し，さら

に，効果量の平均値と効果の大きさを Table 2 に

示した．なお，研究数(効果量の数)が 1 つの場

合においては，効果の大きさについて容易に言

及することができない．効果量の平均値が求め

られないものに関しては貴重なデータとして

Table 内に記載したが，参考程度の留めておく

ことが望ましいであろう． 
 

１．分析対象(学齢・障害の有無等)について 

学齢では，「小学生」が 9 件，「中学生」が 1
件であり，有意差が認められた(χ２(1，Ｎ＝10)
＝6.40，ｐ＜.05)．また，「小学生」においては

下学年(1，2，3 年生)が 8 件，上学年(4，5，6
年生)が 1 件と下学年の子どもを対象にする傾

向が窺われる．さらに，通常学級における集団

的介入を行った実践はすべて小学校の下学年

で行われていた．効果量については，PND と 
ES_BS2 における効果の大きさに差異が見ら

れた．「小学生」においては ES_BS2 で中～大

程度の大きさを示したが，PND では小～中程

度の大きさであった．反対に，「中学生」にお

いては PND では大程度の大きさを示したが，

ES_BS2 で小～中程度の大きさを示し，一致し

た結果を得ることができなかった． 
 障害に有無については，「定型発達の子ども」

が 5 件，「障害を有する子ども」が 5 件であり，

その間には有意差が認められなかった．効果量

では「障害を有する子ども」において 2 つの効

果量(PND と ES_BS2)で中～大程度の大きさ

を示した．一方，「定型発達の子ども」につい

ては 2 つの効果量(PND と ES_BS2)で小～中

程度の大きさを示した． 
 
２．反社会的行動の種類について 

問題行動では，「授業逸脱行動」が７件(「授

業規範の乱れ」や「授業妨害行為」，「離席」を

含む)，「友達とのトラブル」が 3 件(「いじめ行

為」を含む)であった．万引きや家庭内暴力のよ

うな非行行為は全く取り上げられず，「授業逸

脱行動」や「友達とのトラブル」のような学校

生活場面に直接かかわるものだけが行われて

いた．また，「授業逸脱行動」と「友達とのト

ラブル」の間には有意差が認められた(χ２(1，
Ｎ＝10)＝4.26，ｐ＜.05)．効果量では，「授業

逸脱行動」の ES_BS2 において大程度の大きさ

を示したが，PND で中～大程度の大きさを示

した．同様に，「友達とのトラブル」では，PND
において小～中程度の大きさを示したが，

ES_BS2 では小程度の大きさを示し，一致した

結果を得ることができなかった． 
 

３．技法につい 

技法では「行動論的介入」が 5 件，「ソーシ

ャルスキルトレーニング」が 3 件，その他(「個

別的介入」，「『思いやりと支え合い』の授業」)
が 2 件であった．教師による介入技法を行動主

義的アプローチとその他に大別すると，前者は

「ソーシャルスキルトレーニング」，「行動論的

介入」を用いた 8 件になり，後者の「その他」

2 件との間には有意差傾向が認められた(χ２

(1，Ｎ＝10)＝3.60，ｐ＜.10)．効果量では，「行

動論的介入」において 2 つの効果量(PND と
ES_BS2)ともに効果が大きいという結果にな

った．また，「ソーシャルスキルトレーニング」

では PND において小～中程度の大きさを示し

たが，ES_BS2 で小程度の大きさを示した． 
 

● 

Ⅳ．考察 

 
１．分析対象(学齢・障害の有無等)について 

学齢では，小学生と中学生を比べると，小学

生を対象にした研究の方が多く行われており，

特に児童期前半の子どもを対象にする傾向が

窺われる．主な反社会的行動として挙げられる

暴力行為は，小学生よりも中学生の方が多く報

告されていることから(文部科学省，2013)14)，

暴力件数に対比させるならば，中学生を対象に

した教育実践が多くなされるべきであろう．し

かし，実際に教師による介入がなされているの

は小学生を対象にしたものが多く，中学生を対

象にした実践の 2 倍以上行われていた．このこ

とから，中学生の反社会的行動に対して十分に

対応しきれていない現状があるのではないか

と推察される． 
効果量では，「定型発達の子ども」は「障害 
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Table 1 本研究の分析対象となった論文 

分析対象 問題行動

学齢・障害の有無等 （従属変数） ES_BS2 PND

26) 安川(2002) 小学5.6年[6名] 友達とのトラブル CSST あたたかいメッセージ 1.06 57.25

情緒障害
(温かいメッセージ
の頻度)

S S-M

10)
小学2年[31名] 授業規範の乱れ 行動論的介入

定型発達 (離席率) 2.45 100

M-L L

(未整頓率) 2.14 100

S-M L

0.65 20

S S
13) 百瀬・下田

　　　（2006)
小学5年生・定型発達 いじめ行為 福祉施設での交流学習

道徳、特別活動等の授業

7) 梶・藤田
　　(2006)

小学2年[3名] 授業逸脱行動 行動論的介入 望ましい行動への注目 6.43 100

LD,ADHD等の疑い セルフチェック L L

行動問題に対する消去手続き

22) 田中・関戸
　　　(2006)

小学3年 授業逸脱行動 行動論的介入 具体的で細かな指示

アスペルガー障害の疑い 視覚的指示 2.25 100

5分ごとの声かけ S-M L

(離席回数) 不適切な行動に対する無視 2.69 100

学習指導 M-L L

(宿題提出) トークンエコノミーシステム 1.71 93.75

S-M M-L
17) 興津・関戸

     (2007)
小学3年 行動論的介入 トークンエコノミーシステム 5.40 100

広汎性発達障害
の疑い

(行動問題の
生起回数)

ＣＳＳＴ L L

3) 小学1年[33名]・
定型発達

友達とのトラブル CSST 「やさしい言葉かけ」の促進 0.64 25

S S

4) 本田・佐々木
　　　　(2008)

小学1年[26名]・
定型発達

授業逸脱行動 個別的介入 言語的介入

(あたたかい言葉かけ等) 0.98 68.42

非言語的介入 S S-M

(スキンシップ等) 1.74 68.42

環境操作介入 S-M S-M

(視覚的な教材の工夫等) 0.92 68.42

S S-M
15) 長澤・福田

　　　(2009)
中学2年・ＡＤＨＤ 授業逸脱行動 ＣＯＭＰＡＳ 自己肯定感の向上 2.17 100

(課題従事行動) （行動論的介入） 支援チームの設置 S-M L

対応マニュアルの作成

授業のルールの決定

自己解決法

保護者による対応

23) 小学3年[33名] 授業妨害行動 行動論的介入 ルールの掲示

定型発達 聞く準備の合図 1.88 90

集団的随伴性の手続き S-M M-L

担任の対応 9.29 100

L L

(1限目における不適
切な発言の生起率)

(問題エピソード総数)

(問題エピソード延べ人数)

(教師のプロンプト数)

(脇見の平均延べ回数)

(授業逸脱行動率)

授業逸脱行動

「思いやりと支え
合い」の授業

(別教室への移動
遅れの時間)

長谷川・倉光・
松下ら(2008)

(「やさしい言葉かけ」
ができた児童数)

田中・鈴木・
嶋崎ら(2010)

(2限目における不適
切な発言の生起率)

論文 技法 処遇
効果量

道城・松見・
井上(2005)

「めあてカード」による
目標設定
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を有する子ども」と比較して効果が小さい結果

になった．この点について様々な要因が考えら

れるが，その一つとして分析対象となった「定

型発達の子ども」への介入事例は，すべて 30
人程度の学級集団を対象にしたケースから効

果量が算出されていることが挙げられる．稲

垣・小西(2008)5)や小西(2015)9)は学級集団を対

象にした教師による介入では，学級集団全体と

しては効果を示すものの，個別的に検討すると，

必ずしもクラス全員に肯定的な変容が見られ

るわけではなく，個に応じた支援を必要とする

子どもも少なからず存在することを指摘して

いる．したがって，本研究の結果は，特別な支

援を要する小・中学生を含め，すべての子ども

の教育的ニーズに応えるために取り組まれて

いる一斉授業の在り方に一石を投じる結果と

なったと言えるだろう． 
 
２．反社会的行動の種類について 

反社会的行動の種類では，学校生活場面に直

接かかわる事例研究が多く報告されているこ

とから，教師にとって切実な課題を先決にして

介入が行われていると考えられる．また，教師

は休み時間の友達関係よりも授業中の学習態

度に関する関心が高く，積極的に介入している

と言える．他方，非行のように刑罰法規に触れ

る行為に対する教師の介入はほとんど行われ

ていない実態が明らかになった．この結果につ

いて，このような分野に関しては教師が単独で

行うのではなく，警察や児童相談所などと連携

した取り組みが主流に行われているのではな

いかと推察される． 
効果量では，「授業逸脱行動」と「友達との

トラブル」を比べると，2 つの効果量(PND と
ES_BS2)とも「授業逸脱行動」の方に高い効果

が示されたことから，教師による介入では授業 
場面での指導や支援が有効に行われていると

考えられる． 
 

３．技法について 

 技法では，行動主義的アプローチが主流に行

われていることが示唆された．宮下(2011)12)は

「我が国では，行動分析的な介入が必要である

ことは言われているが，その使用については限

定的であるようである．教育界の考え方の硬さ

がこの行動分析的介入を阻んでいる可能性も

ある」と述べているが，本研究においては行動

分析的介入が学校教育現場で広まってきてい

ることが窺われる． 
効果量では，「行動論的介入」において高い

効果が示されたが，「ソーシャルスキルトレー

ニング」では中程度以下の大きさを示した．両

技法ともに行動主義的アプローチであり，「ソ

ーシャルスキルトレーニング」は「行動論的介

入」の一部として捉えるならば，この結果が矛

盾しているかのように思われる．しかし，この

結果から行動主義的なアプローチの仕方につ

いての示唆を得ることができた．本研究におけ

る「行動論的介入」というカテゴリは，

COMPAS(長澤・福田，2009）15)に代表される

ように行動主義的な理論を主体としたさまざ

まなテクニックを積極的に取り入れる包括的

な支援を意味する．しかし，「ソーシャルスキ

ルトレーニング」というカテゴリはその名称の

とおり，その技法のみを指す．したがって，単

一の技法だけに依拠した介入よりも対象とな

る子どもの実態に合わせて複数の技法を合わ

せ有した介入が効果的であることを示す結果

であると考えられる． 
 

学齢
小学生 9 2.68 M-L 64.44 S-M
中学生 1 2.17 S-M 100.00 L

障害の有無等
障害なし 5 2.29 S-M 68.94 S-M
障害あり 5 3.10 M-L 93.00 M-L

問題行動
授業逸脱行動 7 2.91 L 86.36 M-L
友達とのトラブル 3 0.85 S 41.23 S-M

技法
行動論的介入 6 3.37 L 91.25 M-L
ソーシャルスキルトレーニング 2 0.85 S 41.12 S-M
その他 2 1.21 S 68.42 S-M

項目 対象数
効果量

　　ES_BS2 PND

        Table ２ 反社会的行動における諸分類の度数と効果量 
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● 

Ⅴ．まとめと今後の課題 

 
本研究では，特別な支援を要する小・中学生

への教師による介入事例の成果を整理した．分

析対象(学齢・障害の有無等)，反社会的行動の

種類，技法ごとに検討したところ，カテゴリ間

で度数や効果の大きさに差異が見られた．学齢

では「小学生」，問題行動では「授業逸脱行動」

のように学校生活場面に直接かかわるもの，技

法では「行動主義的アプローチ」において多く

実践されていることがχ２検定で明らかにな

った．また，効果の大きさでは，対象では「障

害を有する子ども」，障害種では「発達障害」，

問題行動では「授業逸脱行動」，技法では，「行

動論的介入」において高い効果が示された． 
一方で，本研究において事例データの量につ

いて課題が残された．報告されている研究の度

数や効果量の数が多くないために，容易に言及

できなかった．対象となる研究の特性に偏りが

あるか，また，その特性の違いによる効果の大

きさに差異があるのかを十分に検討できたと

は言い難いところもある．本研究では学会誌や

大学紀要等のみを対象としたために，対象デー

タに偏りがある可能性が考えられる．学会誌等

に掲載されている報告は，学校教育現場におい

て教師が日々実践している教育活動の一握り

であり，実際には各学校において多くの実践が

行われている．したがって，各学校で刊行され

ている紀要など含め，より幅広く研究を収集し，

再検討すべきであろう． 
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